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内
訳

廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する。廃棄物を適正に処理し、生活環境の保全を図る。

もったいない市の品目拡大等を検討する。
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事業： ごみ減量化・資源化推進事業 0220
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A

審議会において、ごみ減量化等の有効な施策を審議している。特に集団回収が本市
の高いリサイクル率に大きく寄与している。A

審議会において、ごみ減量化等の有効な施
策を審議している。特に集団回収が本市の高
いリサイクル率に大きく寄与している。

A

A

A

目

標

更なるごみの減量化及び資源化を図る。
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事業費 14,352
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所管課

自治会等の公共的団体が自主的に資源ごみを回収することで、ごみの減量化、資源化並びに地域コミュニティの育成を
推進する。
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1

直営 平成元年度

平成２５年度は、１４４団体

自治会や子供会等に対する啓発を行い回収量を増やし、リサイクル率を向上させる。
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自治会等の公共的団体が自主的に資源ごみを回収することで、ごみの減量化、資源化並びに地域コミュニティの育成を
推進する。目
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事業：ごみ減量化・資源化推進事業                  

廃棄物の減量化、資源化推進のための広域的な事業活動、研修会、啓発活動に参加することにより、当市におけ

るごみ減量化・資源化推進事業の向上を図った。 

 

細事業：資源集団回収助成事業                    

 １．資源集団回収助成事業 

自治会等の公的団体が自主的に資源ごみを回収した場合に、１kg あたり３円の助成金を交付し、ごみの減

量化・資源の再利用や廃棄物処理に対する市民の意識の向上等を図った。 

回収量の内訳 

内     訳 古紙類 古布類 金属類 計 

回 収 量(t) 4,210 339 37 4,586 

 

  実施団体の内訳 

団 体 内 訳 自治会 子供会 婦人会 老人会 ＰＴＡ等 計 

件    数 95 31 1 13 4 144 

 

 

 

 


